
平成 29 年 2 月

平成 28 年度 平成 28

１．事業概要

（１）事業の概要

① 給　水

人

人

千㎥／ha

※ 有収水量密度：１ha当たりの年間有収水量千㎥（2053.91千㎥÷8,710ha＝0.24千㎥／ha）

② 施　設　

％

※統合前の簡易水道事業のみ

③ 料　金

※ 条例上の料金：１カ月使用水量20㎥あたりの水道料金

④ 組　織

（２）これまでの主な経営健全化の取組

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

※1 収益的収支比率：給水収益や繰入金等の総収益で総費用に地方債償還金を加えた額をどの程度賄えているかを表す指標

　（総収益×100／（総費用＋地方債償還金））

※2 料金回収率：給水に係る費用がどの程度給水収益で賄えているかを表す指標（供給単価×100／給水原価）

※3 有収率：施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標（年間総有収水量×100／年間総配水量）

※4 給水収益に対する企業債残高の割合。企業債残高の規模を表す指標（企業債現在高合計×100／給水収益）

※5 管路更新率：当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標（当該年度更新管路延長×100／管路延長）

　簡易水道事業特別会計においては、平成18年度に職員数12名で77,000千円の職員人件費だったものを、平
成27年度決算では職員数８名で47,837千円へと削減しました。また、その過程において、浄水場、配水池、
ポンプ施設の運転管理業務や水質検査を民間委託することで業務の効率性と専門性を高めました。

　経営比較分析表（平成２８年２月公表）で、統合前の簡易水道水道事業の過去５年の決算状況を見てみる
と、収益的収支比率※1、料金回収率※2、有収率※3は類似団体の平均を上回っています。企業債残高対給水
収益比率※4も類似団体平均より下の水準です。全国的に見ても簡易水道事業としての経営状況は非常に良い
状態ですが、管路更新率※5が過去５年間、類似団体平均を大きく下回っており、管路の更新については従来
以上にペースを上げていく必要があります。

平成28年4月1日現在、上下水道課長以下18名＋南水道管理室4名の計22名で構成
　課長１名・課長補佐１名（事業係長兼務）
　水道総務係６名・下水道総務係５名・事業係５名（うち３名が主に水道担当）・南水道管理室４名
（水道・下水道・し尿処理施設の管理、上下水道料金及び会計等事務、合併処理浄化槽補助金を担当）

条例上の料金※
（φ20mm・20㎥あたり）
※過去３年度分を記載

平成25年度 3,482円
料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平成 16 年 10 月 25 日平成26年度 3,596円
平成27年度 3,596円

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方 　従量制（基本料金あり）の累進使用料

施 設 数
浄水場設置数 27

管 路 延 長 545.62
千ｍ配水池設置数

水 源 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

法適（全部・財
務 ） ・ 非 適
の 区 分

非適
現 在 給 水 人 口 20,266

有 収 水 量 密 度 ※ 1 0.24

供用開始年月日 昭和３８年　３月２８日 計 画 給 水 人 口 23,276

恵那市簡易水道事業経営戦略

団 体 名 ： 恵那市

事 業 名 ： 簡易水道事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

65

施 設 能 力 9,952 ㎥／日 施 設 利 用 率 70.52

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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２．将来の事業環境

（１）人口と水需要（有収水量）の予測

（２）料金収入の見通し

（３）施設の見通し

（４）組織の見通し

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

平成29年度から水道事業会計へ経営統合します。「施設の見通し」については、水道事業会計の経営戦略で
定めます。

　平成２９年度から水道事業会計へ経営統合します。
　経営の基本方針については、水道事業会計の経営戦略で定めます。

平成29年度から水道事業会計へ経営統合します。「組織の見通し」については、水道事業会計の経営戦略で
定めます。

平成29年度から水道事業会計へ経営統合します。「料金収入の見通し」については、水道事業会計の経営戦
略で定めます。

平成29年度から水道事業会計へ経営統合します。「人口と水需要（有収水量）の予測」については、水道事
業会計の経営戦略で定めます。
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様
式
第
2
号
（
法
非
適
用
企
業
）

投
資
・
財
政
計
画
（
収
支
計
画
）

統
合
前
←

→
水
道
事
業
会
計
へ
統
合

（
単
位
：
千
円
，
％
）

年
　
　
　
　
　
　
度

平
成

2
7
年

度
平

成
2
8
年

度

区
分

（
決

算
）

(
決

算
見

込
)

1
(
A
)

6
3
0
,
9
4
9

5
5
0
,
3
0
0

（
１
）

(
B
)

4
6
3
,
0
8
7

4
0
7
,
3
0
0

ア
4
6
0
,
2
9
7

4
0
4
,
0
0
0

イ
(
C
)

ウ
2
,
7
9
0

3
,
3
0
0

（
２
）

1
6
7
,
8
6
2

1
4
3
,
0
0
0

ア
1
4
3
,
2
6
2

1
4
3
,
0
0
0

イ
2
4
,
6
0
0

２
(
D
)

3
5
6
,
9
9
2

3
9
1
,
5
0
7

（
１
）

2
4
2
,
8
9
6

2
7
9
,
2
6
2

ア
4
7
,
8
3
7

4
4
,
0
0
0

イ
1
9
5
,
0
5
9

2
3
5
,
2
6
2

（
２
）

1
1
4
,
0
9
6

1
1
2
,
2
4
5

ア
1
1
2
,
4
9
4

1
1
1
,
2
4
5

イ
1
,
6
0
2

1
,
0
0
0

３
(
E
)

2
7
3
,
9
5
7

1
5
8
,
7
9
3

1
(
F
)

4
2
4
,
4
0
6

2
3
2
,
5
3
2

（
１
）

2
3
7
,
6
0
0

9
8
,
8
0
0

（
２
）

1
0
7
,
4
5
2

1
1
1
,
2
9
5

（
３
）

（
４
）

（
５
）

5
8
,
5
2
2

8
,
9
8
1

（
６
）

6
,
3
0
0

3
,
4
5
6

（
７
）

1
4
,
5
3
2

1
0
,
0
0
0

２
(
G
)

6
9
8
,
3
4
6

4
4
1
,
5
5
5

（
１
）

3
8
7
,
1
0
2

1
4
2
,
3
0
0

1
5
,
1
4
1

1
0
,
0
0
0

（
２
）

(
H
)

3
1
1
,
2
4
4

2
9
9
,
2
5
5

（
３
）

（
４
）

（
５
）

３
(
I
)

△
 
2
7
3
,
9
4
0

△
 
2
0
9
,
0
2
3

(
J
)

1
7

△
 
5
0
,
2
3
0

収 　 益 　 的 　 収 　 支

収 益 的 収 入

総
収

益
営

業
収

益
料

金
収

入
受

託
工

事
収

益

平
成

2
9
年

度

収 益 的 支 出

総
費

用
営

業
費

用
職

員
給

与
費

う
ち

退
職

手
当

そ
の

他
営

業
外

費
用

支
払

利
息

う
ち

一
時

借
入

金
利

息
そ

の
他

収
支

差
引

(
A
)
-
(
D
)

そ
の

他
営

業
外

収
益

他
会

計
繰

入
金

そ
の

他

資 　 本 　 的 　 収 　 支

資 本 的 収 入

資
本

的
収

入
地

方
債

う
ち

資
本

費
平

準
化

債
他

会
計

補
助

金
他

会
計

借
入

金
固

定
資

産
売

却
代

金
国

（
都

道
府

県
）

補
助

金
工

事
負

担
金

収
支

差
引

(
F
)
-
(
G
)

収
支

再
差

引
(
E
)
+
(
I
)

そ
の

他

資 本 的 支 出

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

う
ち

職
員

給
与

費
地

方
債

償
還

金
他

会
計

長
期

借
入

金
返

還
金

他
会

計
へ

の
繰

出
金

そ
の

他

平
成
２
９
年
度
か
ら
水
道
事
業
会
計

へ
経
営
統
合
す
る
た
め
、
収
支
計
画
は

水
道
事
業
会
計
経
営
戦
略
で
定
め
ま

す
。
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様
式
第
2
号
（
法
非
適
用
企
業
）

投
資
・
財
政
計
画
（
収
支
計
画
）

統
合
前
←

→
水
道
事
業
会
計
へ
統
合

（
単
位
：
千
円
，
％
）

年
　
　
　
　
　
　
度

平
成

2
7
年

度
平

成
2
8
年

度

区
分

（
決

算
）

(
決

算
見

込
)

平
成

2
9
年

度

(
K
)

(
L
)

8
,
6
9
0

(
M
)

(
N
)

8
,
7
0
7

△
 
5
0
,
2
3
0

(
O
)

(
P
)

(
Q
)

△
 
5
0
,
2
3
0

(
Q
)

(
B
)
-
(
C
)

(
A
)

(
D
)
+
(
H
)

(
S
)

4
6
3
,
0
8
7

4
0
7
,
3
0
0

（
T
)

(
U
)

(
V
)

(
W
)

(
X
)

5
,
7
1
1
,
8
8
9

5
,
5
1
1
,
4
3
4

○
他
会
計
繰
入
金

統
合
前
←

→
水
道
事
業
会
計
へ
統
合

（
単
位
：
千
円
）

年
　
　
　
　
　
度

平
成

2
7
年

度
平

成
2
8
年

度

区
分

（
決

算
）

(
決

算
見

込
)

1
4
3
,
2
6
2

1
4
3
,
0
0
0

1
4
3
,
2
6
2

1
4
3
,
0
0
0

1
0
7
,
4
5
2

1
1
1
,
2
9
5

6
3
,
4
7
2

8
6
,
7
7
0

4
3
,
9
8
0

2
4
,
5
2
5

2
5
0
,
7
1
4

2
5
4
,
2
9
5

積
立

金
前

年
度

か
ら

の
繰

越
金

前
年

度
繰

上
充

用
金

形
式

収
支

(
J
)
-
(
K
)
+
(
L
)
-

翌
年

度
へ

繰
り

越
す

べ
き

財
源

実
質

収
支

黒
字

(
N
)
-
(
O
)

赤
字

収
益

的
収

支
比

率
（

×
1
0
0

）

赤
字

比
率

（
×
1
0
0

）

地
方

財
政

法
施

行
令

第
1
6
条

第
１

項
に

よ
り

算
定

し
た

資
金

の
不

足
額

(
R
)

健
全

化
法

施
行

令
第

1
6
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
の

不
足

額

健
全

化
法

施
行

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
金

不
足

額

健
全

化
法

施
行

令
第

1
7
条

に
よ

り
算

定
し

た
事

業
の

規
模

健
全

化
法

第
2
2
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

金
不

足
比

率
(
（
T
）
/
（
V
）
×
1
0
0
)

他
会

計
借

入
金

残
高

営
業

収
益

－
受

託
工

事
収

益
(
B
)
-
(
C
)

地
方

財
政

法
に

よ
る

資
金

不
足

の
比

率
(
(
R
)
/
(
S
)
×
1
0
0
)

収
益

的
収

支
分

地
方

債
残

高

平
成

2
9
年

度

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

資
本

的
収

支
分

う
ち

基
準

内
繰

入
金

う
ち

基
準

外
繰

入
金

合
計

平
成
２
９
年
度
か
ら
水
道
事
業
会
計

へ
経
営
統
合
す
る
た
め
、
収
支
計
画
は

水
道
事
業
会
計
経
営
戦
略
で
定
め
ま

す
。
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（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

① 収支計画のうち投資についての説明

② 収支計画のうち財源についての説明

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

委 託 料

料 金

企 業 債

繰 入 金

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ）
に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

そ の 他 の 取 組

経営戦略の事後検証、
更 新 等 に 関 す る 事 項

平成29年度から水道事業会計へ経営統合します。「経営戦略の事後検証、更新等
に関する事項」は、水道事業会計の経営戦略で定めます。

修 繕 費

動 力 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）
施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）
施設・設備の長寿命化等の
投 資 の 平 準 化

広 域 化

　平成29年度から水道事業会計へ経営統合します。平成29年度以降の「収支計画のうち投資」については、
水道事業会計の経営戦略で定めます。

　平成29年度から水道事業会計へ経営統合します。平成29年度以降の「収支計画のうち財源」については、
水道事業会計の経営戦略で定めます。

　平成29年度から水道事業会計へ経営統合します。平成29年度以降の「収支計画のうち投資以外の経費」に
ついては、水道事業会計の経営戦略で定めます。

平成29年度から水道事業会計へ経営統合します。

「投資について検討状況等」については、水道事業

会計の経営戦略で定めます。

平成29年度から水道事業会計へ経営統合します。

「財源について検討状況等」については、水道事業

会計の経営戦略で定めます。

平成29年度から水道事業会計へ経営統合します。

「投資以外の経費について検討状況等に」ついては、

水道事業会計の経営戦略で定めます。
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